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　1　はじめに


























　2011 年（平成 23 年）3 月 11 日，午後 2 時 46 分 55 秒，牡鹿半島（宮城県）
の東南東 130km，深さ 24km の海底を震源とする大地震（マグニチュードは，













ルギーで計算すると，ヒロシマ原爆 3 万 2 千発分にあたる。かつてこの世に




　東日本大震災から 9 カ月が経過した 12 月 13 日時点での，震災による死者は，
1 万 5,841 名，行方不明者 3,485 名，負傷者 5,890 名である。全壊家屋は 12 万
6,348 戸，半壊は 22 万 7,453 戸，一部損壊は 64 万 3,442 戸に達した（2）。被害総
額は，約 25 兆円（3）（内閣府の防災担当の推定では，約 16 兆 9,000 億円）と推


















ば，三陸沿岸地域は，100 年～ 1,000 年の頻度で巨大津波に度々襲われている（8）。
古くは，平安時代の「貞観の大津波」（869 年 7 月 13 日，マグニチュード 8.7，
仙台平野が水没し，1,000 人以上が犠牲となった。），近くは，明治 29 年の三陸
大津波（9）（1896 年 6 月 15 日，午後 8 時頃。津波は海抜 38.2m まで到達し，2
万人以上が犠牲となった。），昭和 8 年の三陸大津波（10）（1933 年 3 月 3 日，午
前 2 時 30 分。3,000 人以上が犠牲になった。）。最近では，チリ津波（1960 年［昭
和 35 年］5 月 24 日）などが記憶に新しい（11）。







































　1995 年（平成 7 年）の阪神・淡路大震災をはるかに超える震災（地震災害
と津波災害），さらには福島第 1 原子力発電所の事故（16）という二次災害の発生
に対して自衛隊は，最大派遣時で，全隊員のほぼ半数に当たる 10 万 7,000 の
人員を投入した。また，災害派遣では初めてとなる陸海空の統合任務部隊（東
北方面総監を指揮官とする）を編成した。
　米軍も，自衛隊と連携した支援作戦「トモダチ作戦」に，人員約 2 万 4,000
名，航空機約 189 機，原子力空母「ロナルド・レーガン」を含む艦艇約 24 隻
を投入した。また，提供・輸送した物資は，食料約 246 トン，水約 813 トン，


















































結型」（30）の自衛隊は，ピーク時に全隊員の約半数に当たる 10 万 7,000 人を派
遣するなど，まさに史上最大の災害派遣を行った。
　有事を想定して編成される「統合任務部隊」（自衛隊法第 22 条「特別の部隊



















　地震発生（14 時 46 分）から 4 分後には，防衛省内に防衛省災害対策本部が
設置された。9 分後の 14 時 55 分には，訓練中の哨戒機 P3C に，被害状況確
認の指示が出された。さらに 14 時 58 分には，横須賀，大湊基地の出港可能な
全艦艇に緊急出港指示が出された。また，14 時 57 分には，海上自衛隊の UH-
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60J 救難ヘリコプターが大湊基地を，15 時 1 分には陸上自衛隊の UH-1J ヘリ
コプターが霞目駐屯地を，それぞれ離陸した。航空自衛隊の三沢，百里，小松
の各基地から戦闘機が 2 機ずつ離陸したのは，15 時 5 分であった（35）。
　時系列で，地震発生後の自衛隊の災害派遣の動きを見ると次のようになる。
　・ 2011 年 3 月 11 日（金曜日）14 時 46 分 55 秒，三陸沖（北緯 38.1 度，東
経 142.9 度）を震源とするマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生。
　・ 同 14 時 52 分，岩手県知事が第九師団長に災害派遣を要請。その後，宮城
（15 時 02 分），福島（16 時 47 分），茨城（16 時 20 分），青森（16 時 54 分）
の各県知事からも，それぞれ派遣要請がなされた。
　・ 同 15 時 14 分，政府が緊急災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）を設置。
　・ 同 15 時 25 分，横須賀から海上自衛艦 13 隻が宮城沖に向けて出港。
　・ 同 15 時 27 分，菅首相は，「自衛隊は最大限の活動をすること」と指示。
　・ 同 16 時 20 分，気象庁，今回の地震を「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」
と命名。
　・ 同16時54分，首相，記者会見で「被害を最小限に抑えるために総力」と表明。
　・ 同 18 時 00 分，北澤防衛大臣，大規模震災災害派遣命令。災害派遣の規模
は当初 8,000 名，その後 2 万名，さらに 5 万名に拡大。
　・ 同 19 時 03 分，菅首相が，原子力災害特別措置法による原子力緊急事態宣
言を発令。
　・ 同 19 時 30 分，北澤防衛大臣が自衛隊に原子力災害派遣（自衛隊法第 83
条 3 に基づく）命令を発出。
　・ 同 21 時 51 分，福島第 1 原子力発電所の半径 3 キロ以内の住民に避難指示。
　震災支援活動が，今回，比較的スムーズに進んだ要因には，以下のような大
規模災害対策訓練を実施していたことも挙げられる。今から 4 年前（2008 年）

































　今回，3 月 19 日正午までに 10 万人強の自衛官を迅速に被災地に展開できた






部でマグニチュード 7.3 の地震が発生し，全壊家屋約 15 万棟，焼失家屋約 29
万～ 65 万棟，総死者 6,200 名（発災時点の死者約 3,100 名），避難者（1 カ月
後）約 270 万人（初日約 700 万人），橋梁部破壊は 70 箇所というものである。




隣部隊の集結完了（1 万 5,000 人），3 日目には，艦艇の終結が完了するほか，
東部方面隊・東北方面隊の集結完了（約 5 万 5,000 人），発災 5 日目に全国か

















三陸沖に派遣され，13 日 6 時には仙台沖に到着した。そして 13 日 12 時には，
海上自衛隊の艦艇と共同で，気仙沼への食糧（約 3 万食）等の輸送を開始した。
14 日には，普天間飛行場の海兵隊ヘリ 8 機が厚木飛行場に，給油機 KC130 が
食料品，医薬品を搭載して横田飛行場にそれぞれ到着した。また，震災発生時，
第 31 海兵遠征部隊は，演習のため強襲揚陸艦「エセックス」等 3 隻に分乗し
てマレーシアのコタキナバルに滞在していたが，直ちに引き返して北上し，17
日には秋田沖に到着し（約 3,000 海里を 5 日間で走破），被災地支援にあたった。
さらに，米揚陸艦「トルトウガ」は，苫小牧港で陸上自衛隊第 5 旅団（帯広）







にそれぞれ「日米共同調整所」（BJOCC：Bilateral Joint Operations Coordination 
Center）が設置された（図参照）。
　米軍の行った活動を列挙すると，以下のようなものである。
　・ 原子力空母「ロナルド・レーガン」に艦載のヘリコプターによる約 3 万食
の非常用食糧等の輸送。
　・ 揚陸艦「エセックス」等による支援物資の輸送・提供。
　・ 海上自衛隊と共に，4 月 1 日～ 26 日までの間，3 回にわたり被災地沿岸部
の行方不明者の集中捜索を行った。
　・ 福島第 1 原子力発電所の事故に際し，消防車 2 台，放射能防護服約 100 着，
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消火ポンプ 5 基，淡水を搭載したバージ（はしけ）2 隻の貸与。
　・ 空軍の無人偵察機「グローバルホーク」が撮影した画像の提供。




（出所） 陸上自衛隊東北方面総監「東日本大震災対処」（平成 23 年 7 月 4 日）；




������� = Joint Force Land Component Command


























































　3 月 13 日に山形空港からヘリを飛ばし，仙台空港の航空偵察を行った米軍
は，仙台空港の復旧を急ピッチですすめるために，沖縄嘉手納基地の空軍第 353
特殊作戦部隊（353rd SOG［Special Operation Group］）や第 18 工兵分遣隊（18 
CEG）等を横田基地（東京）に前進させていた。最初の要員（第 320 特殊戦






















　3 月 20 日には，大型輸送機 C-17 が着陸できるまでになり，仙台空港は，被





　3 月 28 日には滑走路灯がつき，3 月 31 日には 3,000 メートル滑走路と緑地





























　「大島」は，気仙沼市から連絡船で約 30 分のところに位置する約 9 平方 km，
人口約 3,200 人の離島である。大津波により，「浦の浜」港等の港湾施設が壊滅











漁港に上陸した。 3 日には，支援要員を含め 108 人の隊員と 7 トントラック，
重機などが大島に上陸した。漁港の復旧では，佐世保基地に配備されているサ



















































































































































「戦略国際問題研究所」（CSIS：Center for Strategic and International Studies）は，
昨年（2011 年）11 月に，日本経団連と協力して『復興と強い未来のための
パートナーシップ』（79）（Partnership for Recovery and a Stronger Future: Standing 












































2011 年 3 月 11 日
牡鹿半島沖 130km を震源とする大地震（マグニチュード 9.0）
により，大津波発生。
　3 月 11 日 18 時 内閣総理大臣から防衛大臣に，「大規模震災災害派遣命令」が下る。
　3 月 12 日
オバマ米大統領，記者会見で，「必要な支援は何でもする」と
述べる。
　3 月 12 日～
　　　5 月 11 日
空軍の無人偵察機「グローバルホーク」，福島第 1 原発を撮影し，
日本政府に映像を無償で提供。航空機による放射線量の測定も実施。





　3 月 14 日
陸上自衛隊東北方面総監部（仙台市）に，統合任務部隊（JFT）
を設置。米海兵隊，仙台駐屯地内に前線司令部を設置。
豪州軍，C-17 輸送機 1 機を米軍・横田基地に派遣。22 日には，
原発冷却用の高圧放水ポンプを輸送するために，ピアース基地
より C-17 輸送機 2 機を日本に派遣。
　3 月 16 日




　3 月 16 日～ 18 日
ドック型揚陸艦「トルトゥガ」，自衛隊第 5 旅団の隊員 236 名
と車両 93 台を，苫小牧（北海道）から大湊（青森県）へ輸送。




　3 月 17 日～ 19 日
米空軍と豪州軍が，輸送機で陸上自衛隊員 115 名，車両 68 台を，
嘉手納基地（沖縄）から横田基地（東京）へ輸送。
　3 月 21 日
定期修理中の原子力空母「ジョージ・ワシントン」急遽，横須賀
を出港。4 月 5 ～ 6 日，12 ～ 14 日に佐世保に寄港した後，4 月
20 日に横須賀に帰港。
　3 月 22 日
ルース駐日米国大使，ウイラード太平洋軍司令官とともに，石巻
の避難所を訪問。
　3 月 24 日～ 米軍三沢基地が，岩手県山田町等にガソリンを提供。










　3 月 26 日～ 海兵隊が，石巻市と東松島市の 6 箇所にシャワーを設置。
　3 月 27 日
強襲揚陸艦「エセックス」，気仙沼市の離島「大島」に，電源車，
燃料等を輸送。
　3 月 28 日 仙台空港の滑走路灯がともる。
　3 月 31 日
仙台空港の 3,000 メートル滑走路が利用可能となる。4 月 1 日
には，航空管制を日本側へ返還。
　3 月 下旬～ 石巻市の小中高校で，海兵隊が生徒と一緒に体育館の泥などを除去。
　4 月 1 日～ 6 日
海兵隊（31MEU），強襲揚陸艦「エセックス」から「大島」へ
上陸し，漁港などの瓦礫を撤去。
　4 月 1 日～ 3 日，
　10 日，25 日～ 26 日
米軍の哨戒機 P3C，ヘリ，艦艇が，自衛隊と共同で行方不明者
の集中捜索を行う。




　4 月 6 日　午後 海兵隊，気仙沼の「大島」より撤退。
　4 月 13 日 JAL（日本航空）が，民間航空一番機として仙台空港に着陸。
　4 月 17 日
クリントン国務長官来日。菅首相との会談で，「日本の大変な
時期に支援できて大変光栄に思う」と表明。
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